障第897号
平成28年２月12日
各障害児通所支援事業所管理者
各障害児入所施設の長　　　　　　　様

各指定発達支援医療機関の長
岩手県保健福祉部障がい保健福祉課総括課長　
　　　　　　 児童発達支援管理責任者の配置に係る研修修了の猶予期間経過後の

　　　　　　 取扱について

　障害児通所支援事業又は障害児入所支援を行うにあたっては、平成24年度から、児童発達支援管理責任者の配置が必要とされているところです。児童発達支援管理責任者の研修修了の猶予措置の終了については平成27年11月11日付け障第654号通知によりお知らせしたところですが、同通知の記の２の(2)の取扱については以下のとおりですので、手続きに遺漏のないよう留意願います。
記
１　猶予措置の取扱（平成27年11月11日付け障第654号通知記の２の(2)）
　　猶予期間経過後は、研修を修了していない場合は児童発達支援管理責任者として勤務することができません。事業者においては、早期に研修を修了した児童発達支援管理責任者を配置することを前提として減算等を適用したうえで事業を継続するか、事業を休止又は廃止する等の対応が必要となりますので、早期に所管の広域振興局又は保健福祉環境センターへ御相談くださるようお願いします。
　※　いずれの対応をとる場合も、手続きの窓口及び関係書類の提出先は所管の広域振興局又は保健福祉環境センターとなりますので御注意ください。
２　猶予期間経過後の取扱（平成27年３月31日以前から事業を行っている場合）
　(1)　加算の終了及び減算の適用
　　ア　児童発達支援管理責任者専任加算の終了

　　　　平成28年４月１日（資格要件を満たす児童発達支援管理責任者の欠如の日）から

　　　　※　「児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について」（平成24年３月30日障発0330第16号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部長通知。以下「国留意事項通知」という。）第１の５参照
　　イ　人員欠如減算の適用（児童発達支援センター以外の児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所に限る。）
　　　　平成28年６月１日（資格要件を満たす児童発達支援管理責任者の欠如の翌々月）から

　　　　※　国留意事項通知第２の１の(６)の④の(二)参照
　　ウ　通所支援計画又は入所支援計画未作成減算の適用（指定発達支援医療機関を除く。）
　　　　平成28年４月１日（資格要件を満たす児童発達支援管理責任者の欠如の月）から

　　　　※　国留意事項通知第２の１の(７)の④の(二)参照

　(2)　研修の受講又は研修修了者の配置

　　　 上記(1)の対応をとったうえで、早期に研修を修了した児童発達支援管理責任者の配置を目指すこと。具体的には、猶予期間の終了により資格要件を満たさなくなった者が平成28年度開催の児童発達支援管理責任者研修を修了して再び児童発達支援管理責任者となるか、別に児童発達支援管理責任者研修を修了済の者を児童発達支援管理責任者として配置すること。
　　　 猶予期間の終了により資格要件を満たさなくなった者が平成28年度本県主催の児童発達支援管理責任者研修の受講が締め切られた時点で受講資格が得られなかった場合、平成28年度中に児童発達支援管理責任者研修を修了済の者を児童発達支援管理責任者として配置できる具体的な見通しが立たないかぎり、当該受講資格が得られなかったことがわかった月の翌月末で事業を休止すること。
３　補足

　　事業開始等の時期により猶予期間は異なること。各々の場合における猶予期間は以下のとおりであること（平成27年11月11日付け障第654号通知記の１）。
　※　「障害児通所支援又は障害児入所支援の提供の管理を行う者として厚生労働大臣が定めるもの」（平成24年３月30日厚生労働省告示第230号）３及び４参照
　(1)　平成27年３月31日以前から事業を行っている場合

　　　 平成28年３月31日までの間

　(2)　平成27年４月１日から平成29年３月31日までの間に事業の開始又は施設等の開設を行った場合

　　　 事業の開始の日又は施設等の開設の日から１年間

　(3)　平成29年４月１日以降に事業の開始又は施設等の開設を行った場合

　　　 平成30年３月31日までの間

　(4)　やむを得ない事由により児童発達支援管理責任者が欠けた場合
　　　 当該事由の発生した日から１年間

　　なお、上記(4)の「やむを得ない事由」とは児童発達支援管理責任者の事故、病気等による休職、自己都合による急な退職等の事業者において事前に予測しがたい事由を指すものであること。
　　また、前記２の取扱については上記(1)の場合における猶予期間の終了後について整理したものであるが、上記(2)から(4)までの場合における猶予期間の終了後も、同様に加算の終了及び減算の適用が必要となること。具体的な加算の終了及び減算の時期、加算の終了及び減算の適用後の事業の継続については、所管の広域振興局又は保健福祉環境センターへ相談願うこと。
４　問合せ先

	担当部署
	住所、電話番号
	管轄市町村

	盛岡広域振興局
	福祉課
	住所：〒020-0023　盛岡市内丸11-1

電話：019-629-6568
ファックス：019-629-6579
	盛岡市、八幡平市、雫石町、岩手町、葛巻町、滝沢市、紫波町、矢巾町

	県南広域振興局
	指導監査課
	住所：〒023-0053　奥州市水沢区大手町5-5

電話：0197-22-2850
ファックス：0197-25-4106
	奥州市、花巻市、北上市、一関市、遠野市、西和賀町、金ケ崎町、平泉町

	沿岸広域振興局
	福祉課
	住所：〒026-0043　釜石市新町6-50

電話：0193-25-2702
ファックス：0193-25-2294
	釜石市、大槌町

	
	大船渡保健福祉環境センター
	住所：〒022-8502　大船渡市猪川町字前田6-1

電話：0192-27-9913
ファックス：0192-27-4197
	大船渡市、陸前高田市、住田町

	
	宮古保健福祉環境センター
	住所：〒027-0072　宮古市五月町1-20

電話：0193-64-2213
ファックス：0193-63-5602
	宮古市、山田町、岩泉町、田野畑村

	県北広域振興局
	福祉課
	住所：〒028-8042　久慈市八日町1-1

電話：0194-53-4982
ファックス：0194-52-3919
	久慈市、洋野町、野田村、普代村

	
	二戸保健福祉環境センター
	住所：〒028-6103　　二戸市石切所字荷渡6-3

電話：0195-23-9202
ファックス：0195-23-6432
	二戸市、一戸町、軽米町、九戸村


